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　策定委員会

自治基本条例策定市民会議　第２期後期のまとめ案

自治基本条例策定市民会議は８月１日から９月２１日まで第二期後期のグループ討議を終わりました。
全体会で提起をした後期の論点より（行政）を第１グループから第３グループまで、もうひとつの後期論点（議会、コミニュティ）は第４グループから第６グループまで合わせて６グループが議論を重ねてきました。全グループの座長・副座長で構成する策定委員会はグループの討議の進行状況を勘案しながら後期のまとめの作業を行い、１０月４日の策定委員会でとりまとめ、以下のようなまとめ案を作成しました。
　このまとめ案を１０月１２日の全体討議で全体のものとして次の作業、鎌倉市自治基本条例素案大綱策定委員会案の作成に進みたいと考えています。

　なおこの間の各グループの議論のなかで、概ね大勢の意見が占めたものを中心にまとめていることをご理解下さい。

≪　「行政について」のまとめ　≫
１．市長、行政、職員の責務
(１)　市長の責務　
①主権は市民にあるので条例で市長を置くことを規定する。
②市長は市民の直接投票で選ばれるから市民全体に直接責任を負う。市長は全市民に選挙公約実現、提示したマニュフェストの誠実な実行が求められる。また就任時には市長として自治基本条例を遵守する立場を宣誓、所信表明などを行なって誓約する。
③市長は副市長の選任や行政委員会の任命権、職員の人事など大きな責任と権限をもつ。
④市長は提案権を持つところからその責任は重く常に市民全体とのチャンネルを持ち、市独自の政策つくり、実現の政策立案能力の向上に努め、市民自治の原則の尊重、住民福祉増進の責任、職員能力向上の人材育成、職場環境づくりの責務を負う。

(２）行政の責務
①行政は市長を頂点に職員が仕事を行なう。行政は絶えず市民のための改革を行う。

②その基本をこの条例に置き、市民の意向が反映され実行される関係を作り出す。法の自主解釈権を含む裁量権を持つ。提案権をもつ市長は、最終判断を下す時、その能力が問われる。「社会的責任を伴う法令遵守」という社会的規範を伴い信頼されるものでなければならない。
③公共が市民に対する責務として基本にするものは、いのち、安全、教育、文化に関することである。
④情報公開は市民にわかりやすく、きめ細かに提供し、市民のために説明会の機会を多くする。ソフトな計画を情報公開をする。情報公開は計画をつくる過程で早めに行なう。行政は、情報公開により市民に判断をゆだねる。市民との懸案事項等の説明責任を自ら積極的にわかりやすいタイミングで行う。行政は課題解決のため市民間の合意形成に努める。
⑤行政運営の基本原則は、市が保有するみどりや歴史を含むあらゆる行政資源を使って、市民の福祉・満足度を最大限に増進する。市民意見公募制度における意見の扱いは、｢充分に検討し取入れる｣という行政の努力責任を明文化する。
⑥未成熟情報を変更可能な段階で公開する。

（３）職員の責務
①職員は市民に対し公平平等に仕事をし市民によって対応が異なることがあってはならない。職員は入職に際し自治基本条例を遵守することを誓約する。職員は専門性を高めると同時に、絶えず自己研鑽（研修）につとめる。市民の側にたった内部告発の権利を保障される。
②職員は、市民の立場に立って、自己研鑽などを行う責務、地方分権時代の職員のあり方を身に付ける努力責任、自治基本条例を遵守する責務、市民の立場に立った政策立案能力を高める責務がある。
③市長と職員が行政についての総合的判断力を持つことは市民への責務である。市民の目線に立ち、基本条例により「まちが変わる」ための職員の資質向上、研修が行なわれ、市民自治について深い理解が不可欠である。各人の判断ミスをカバーできるしくみをつくらなければ市民の合意は得られない。

２．総合計画

３０年間の基本構想、１０年毎の基本計画、１年毎の実施計画について、その都度策定段階からと同時にその評価をするシステムが必要である。基本構想や基本計画は作成後の情勢変化等に対応した点検と見直しの機会が不可欠でその機会にも市民参画を行なう。
予算を伴う実施計画は市民の意向を反映するしくみ、行政の実施計画策定等の実務部署と市民の対話の恒常的な場をつくる。
長期、中期、短期の事業方針を含む基本構想、基本計画、実施計画について市民に分る表現を、行政と市民の力で作っていく。実施計画に盛られる財政的裏づけは単年度主義だがそれについては意見があった。
３．財政の在り方
最小の経費で最大の効果を上げるための財政でなければならない。
予算（収入、支出）、入札、契約、補助金、公債償還計画、特別会計の見方考え方等について市民にわかりやすい表現をする。予算編成、実施計画の前期、後期のような予算を伴う中期計画を主な分野とした仕組み、予算執行のチェックについて市民参画のしくみを条例化する。議会を含めて歳入について議論をする。
新しい公共の概念について、いままでの概念の公でやるのか民間の力、市民の力をいかすことを考え、単に安上がりで民間委託というのではなく、市民ができること、行政でなければできないこと、共にできることを慎重に議論する。　公共の責任がしっかり規定されることが大切である。
鎌倉市の財政の現状は将来的に不安もある。財政の硬直化傾向もあり、財政が市民のものとなるため専門的知識を持たない市民に分る表現方法の工夫をすることも行政の責務といえる。
４．法務のあり方（法の自主解釈権を含む）
コンプライアンスの表現を「社会的責任を持つ法令遵守」としたい。

社会的責任を持つ法令遵守、法の自主解釈（法の読み方）、法の隙間、市民側からの読み替え等、それを実現するのが自治基本条例、市民の視点に立った方の見方を盛り込む。
法解釈の基準として、市民の立場の有益性を基準とし、事業者等の団体には社会的責任を明記する。鎌倉市の自主解釈基準としては、みどり(自然環境)と歴史遺産(文化)とを最高の公益性ある資産として充実をはかる基準として条例に入れる。
５．政策評価をどうするか
行政評価は担当部署の自己評価と議会だけでは不充分である。議会と市民が協同して行政の政策評価をするシステム、専門家と議員と市民(公選制も)で構成した政策評価委員会を作り、実施計画とその予算や実施結果と決算、人事、実施計画と連動した政策評価を市民にわかりやすく公表する。

政策策定時期からの情報公開、市民参画、実行段階を含む総合判断、市民の満足度、意識調査が、年一度の総合評価で、政策の目的である「広義の福祉実現」から検証される。真に社会的責任を伴う信頼、法令遵守の好ましい市政実現に繋がる。評価を受け行政がどう政策を変えたか見届ける。
６.外部監査制度など
市民の意見を客観的に判断し市の行政判断に取り入れる是正機能が早急に必要とされる。
監査委員の財務監査、政策（事業）監査の監査結果を市民が評価する。監査委員には、行政監査ができる弁護士、会計士、及び市民代表を同数加えることが望ましく、相当の専門家の任命を行なう。行政調査権を持つ委員会も視野に入れる。その結果を市民が評価する。
　市民の側には、いまの鎌倉市は市民からの有意な意見に聞く耳を持たないことが多いとの感想が根強くある。
７．附属機関の在り方
　
鎌倉市の審議会等は委員会を含めると７６委員会、１７審議会があり、法律や条例、要綱に基づき設置されている。審議会、委員会の成立や目的、審議内容、開催日、答申、意見のまとめ、それらが市政にどう生かされたか、などを市民に分りやすく公開する。市民の参加で傍聴、傍聴人への配布資料持ち帰り、意見公募、結果処理など透明度を高くして、「広義の福祉の実現」に寄与する。

構成員は、行政選定の専門家･有識者、市議会議員等であり、公募等による市民参加は一部を除きほとんど無い。各審議会等の存在意義や内容の必要性が、数も多く市民には解り難い。審議等の目的、経過と内容、答申の行政活用･効果等の全てを公開にすることを原則として、非公開部分は個人情報や係争中のものなど、限定的に定める。大半の審議会の構成員に公募市民の参加を追加する。審議会等への市民の陳情と審議会での関係市民の発言の機会を認めるべきである。そのため、

①委員会、審議会の設置が、監査や外部評価の対象に耐えられる価値と目的を持つ。
②公募市民の男女比率、専門性を尊重し、偏らない人選、名誉職に陥らない人選を行なう。

③結果の公表、評価、市長決裁への影響力は当然とはいえ市民の合意や監査、外部評価の対象となる。 

審議会の設置はゼロベースで考えたらどうか。審議会を事務局原案を追認するような機関にせず諮問事項について実質議論が行なえる機関にすべきである。

附属機関の答申、報告がどのように活かされるか評価システムをはっきりさせる必要がある。
８．第３セクターなどの在り方
第３セクターは鎌倉市に現存しない。将来的に介護、医療、看護、観光などで進む可能性もある。
鎌倉市の補助団体、出資法人の情報公開、実績の評価などについて監査対象団体は勿論のこと、すべてを公開してこそそれらの目的が達成される。これらの団体の評価が出来るシステムが必要である。
「もっと知りたい。今年のしごと」など、それぞれに変化、改訂が行なわれたときは、市民に知らせるチャンスととらえ実行する。
　
９．指定管理者制度、ＰＦＩの在り方など
「最小の経費で、最大の効果を上げるための財政運営でなければならない」が原則であるが、効率と公共の両立を大切にしなければならない。公共とは、「新しい公共」を含め地方公共団体が切ってはならないものに注目をする。市民の生命に関る分野や、安全、教育、文化などは公共が離してはならない。
鎌倉市が土地,施設を提供または出資や経費支出する事業者や団体に全て情報公開を義務付ける。土地や施設の減価償却費は民間では原価構成経費にするが、指定管理者の事業者や団体が土地や施設を使用する場合、その経費負担はどこがやっているか。その補修や改修や点検整備等の経費負担は誰がやっているか。指定管理者制度は、従来との比較データーを提示し、経済性と質的なサービス向上等を具体的に公開する。（PDCA全段階で)有識者などの指定管理者選定委員会には公募市民も参加させる。PFIの事業者選定にも公募市民の参加と選定基準の公開をする。民間委託は市民の意見が反映し、市は委託の事情、業務や経理の実績、評価に関わる説明責任を果たしPDCAの各段階での評価に市民、利用者参加をはかる。
常に市民合意や、自治基本条例の本旨に戻ることを基本に置く。
　市民がチェックできるシステムを作る。契約事項の公開とチェック、評価が出来るようにする。
その他

１）市民参加、参画の基本に真の意味での権利としての自治意識と、良識ある責務がなければならない。
２）基本条例の前文には、平和都市宣言、鎌倉市民憲章の精神を格調高く述べたい。特に、鎌倉らしさの根底に、「平和都市」「少子高齢化の実態のなかでの暮らしやすい鎌倉」「福祉」「子どもや教育が大切にされるまちづくり―次世代、未来志向」「環境保全」が書かれるべきである。
３）基本条例の本則または附則に、条例が実効ある執行が出来ているかどうか、チェックする機関または基本条例推進機関の設置を書き込む。その場合、本市民会議が組織改編してやるのが望ましい。
　基本条例に不備な点があれば、チェックする機関は条例の改定について提起しなければならない。
≪　「議会について」のまとめ　≫
１．鎌倉市議会の概況
　一期での討議の中で、「議会が遠い」という声がどの班からも強く出されていたが、二期冒頭の「鎌倉市議会の概況」の項でも、「議会がチェック機能を果たしていない」、「議会がもっと条例提案すべきである」、「議員は、党派ではなく、徹底して市民の立場に立って活動すべきである」などの厳しい意見が相次いで出された。
２．「議会の役割と責務」について
（１）憲法はどう規定しているか
　憲法が第８章地方自治という独立の章を設けていることは地方自治重視のあらわれである。第９３条で首長と議会の二元代表制の規定や、９５条で「特別法」についての住民投票など、５つの規定を定め、民主的な地方自治の原則を明確に示している。
（２）二元代表制の目的

一人で決められる権限を持つ独任制のもとで行う市長の行政を、合議制の議会が市民を代表して抑制、監視し、公正で効率的な市民本位の行政の実現を図ることにある。
（３）議会の役割
· 市民が設置した議会は、市民の意思を踏まえて合議し、決定する市民の代表機関であり、市民の意思決定機関である
· 議会は、条例制定や予算議決など、行政の基本を決定する議決機関である

· また、公正で効率的な市民本位の市政の実現をめざし、行政・執行機関を抑制、監視するチェック機関である
この項に関連して二つの重要な意見が出されている。①基本計画を議決事項にするなど、議決事項を拡大し、市民の代表機関である議会の権限を強化する必要がある。②行政は議会の議決を経ないでは一歩も前へ進むことができないのであり、このような議決権を持つ議会こそ市民自治確立の中心的推進機関であり、地方政治の主役である。
（４）議会の責務
· 市民の意思を踏まえて市政の進むべき基本方向を明らかにする
· 市民の立場に立って審議し、行政を抑制し、監視し、市民本位の公正で効率的な行政の推進をはかる

· 市民の声に誠実に応え、まちづくりや福祉など直面している諸問題の解決をはかる政策や条例の立案と提案を積極的に行う
このために、議員が調査権をいかし、職員の専門性をいかすことが大切。議会事務局を充実させることや、政策秘書を置くことの検討も必要である。

· 議会の会議を公開し、情報を提供し、説明責任を果たす

· 市民とともに歩む議会をつくる

請願・陳情者の発言の保障や、参考人招致、公聴会、報告会、シンポジュームなどの検討、必要に応じて政策決定に際して意見交換会を持つなど、市民と議会をつなぐ制度が必要である。

· 市民の立場に立った議員同士の自由討議を活発に行い、その職責を果たす
· 政治倫理の確立につとめる
（５）議員の責務

· 市民の中に入り、市民の声をよく聞き、その声と心を力強く代表する心構えを持ち、誠実に職務を遂行する。

· 議員は、市民の代表であって利益代表ではない 。いつでも市民全体の福利を図る立場に立ち、公平・公正な姿勢を堅持して職務に当たる

· 議員は、政策立案や政策提言ができるよう自己研鑽につとめる
· 議会活動や市政情報について市民にわかりやすく報告する
· 清潔を旨とし、「政治とカネ」に対する市民の不信を払拭する
３．議会と長のあり方
· 自治体議会と長との間には、国の議院内閣制にみられるような与野党の関係は制度上存在せず、それぞれが市民の代表であり、対等の関係にある。

· 議会、議員は、このことを再認識し、長の護送船団的行動は厳に慎まなければならない。特に与党は、このことを深く認識して議会活動を行うことが大切である。
· 議会は、「提案は市長、議会は専ら審議」という傾向を改め、立法府としての本領を発揮して市民自治確立の機関車の役割を果たすべきである。
· 市長や職員に反問権を保障し、自由な討議を行うべきである。
４．議会と市民の関係
　　この項についての基本的内容は、議会と議員の責務の項で述べられている。
５．議会基本条例
　　討議資料として栗山町議会基本条例が紹介されたが、ここには、議会主催の市民との意見交換のための「一般会議」や、町長や職員への「反問権」の保障、「自由討議」など画期的な内容が盛り込まれている。鎌倉でも、議会の役割と責務の項で論じられた内容を含む議会基本条例を是非策定して欲しいしという声がどのグループからも出されており、この実現が強く期待される。

≪　「コミュニテイーについて」のまとめ　≫
　

一期に続いて二期においても、コミュニテイーについて実に熱心な論議がかわされた。
１．コミュニテイーについて　
（１）コミュニテイーとは

一定の地域に居住している住民や、活動している多様な諸団体が、自主的に、協力しあって、地域の諸問題に取り組んでいる地域共同社会である。
（２）自治会、町内会

＜鎌倉の自治会・町内会の実状＞

自治会・町内会は、地域性のくくりで規定され、自立的で高い組織率を維持し、市内に満遍なく普及している共同体である。その実状は地域によって様々であるが、多くは、地域の色々な問題に取り組み、まちの発展に貢献している。しかし検討すべき課題も多くあり、中でも、社協や民生委員、学校、ＰＴAなどがばらばらに活動している状態は是非改めるべきであり、そのために、町内会と縦割りの諸団体とが一緒になって協議し、町内での活動のすすめ方を改善するよう努めることが大切である。
＜コミュニテイーと自治会・町内会＞

　　　「町内会がより広域な小学校区規模で連携し、児童の通学の安全や地域防犯、災害時の対策の検討等が自発的に取り組まれている」という指摘は、自治会・町内会が、市民活動団体など他の地域諸団体と連携して地域共同社会（コミュニテイー）をつくる上での重要な柱となる組織であることを示唆している。
（３）市民活動団体とコミュニテイー

市民活動団体とは何か。　
　　　「市民の自発的参加と支援を基礎に、営利を目的としないで、社会的な課題の解決に向けて、組織的・継続的に社会に働きかけ（活動）を行う民間の団体」
鎌倉の市民活動団体の実状　
約８００団体が活動しており、ＮＰ０センター登録団体は３２０。

市民活動団体とコミュニテイー　
地域高齢者の見守りや子育てなど、地域社会の多様な課題に自主的、自立的に取り組んでいる市民活動団体は、地域住民の暮らしを豊かにする上で貴重な役割を演じており、地域づくりの自治・町内会とならぶ大切な柱である。
２．地方自治とコミュニテイー
（１）鎌倉の課題
　◇地域自治組織について

　　各グル－プで次のような議論が交わされた。

· 議会、行政、自治会のいずれでもなく、テーマごとに活動している市民活動団体も加えた中間的な組織が必要である。

· 市民自治の確立のためには、市民の意思を市政に反映させる制度が確立されていなければならない。その制度として市民が選んだ市長と議会がある。しかしこれだけでは多様化している市民の意思を十分に市政に反映させることはできない。地域自治の充実をはかるとともに、市民の意思を議会や市に伝える新しい制度として、「地域自治区」と「地域協議会」設立を展望すべきではないか。

· 地域協議会は、一定区域内の自治会・町内会や、市民活動団体、各種諸団体、個人で構成されるものであるが、自治・町内会が重要な役割を担うこととなる。

· 多岐にわたる活動を展開している市民活動団体は、コミュニテイーを構築する上で自治会・町内会とならぶ貴重な存在である。

· 市政への参画ができる自治会・町内会にするには、市民がしっかりするのが前提であり、市民はどうあるべきかについての議論が必要である。

· 行政に重要な事柄については事前に話し合うよう求めるとしたら、受け手となる自治会・町内会がそれなりの力が必要となる。

· 今後の地方自治制度のあり方として仮に「地域自治区」「地域協議会」をつくるとしても、地域住民に基盤を置く住民自治の機関として、地域社会の自主的な向上を徹底的に保障する事が必要であり、協議会の構成を首長が選任するようなことは間違えてもしてはいけない。

· 地域協議会をつくるとしても、これを上からつくろうとしてもうまくいくものではない。自治・町内会の現状も、これを今すぐ実現できる状況にはない。当面は、自治・町内会活動の充実に力点をおき、地域自治組織の設立については、市民が自発的に、主体性をもってつくり上げることを展望すべきである。

◇議論は、全体として、市民が、自治会・町内会や市民活動団体などとともに自主的に独自の地域自治組織をつくることの重要性を強調する内容であった。ここで、市民の自覚と努力が大切であることが大いに強調された点も大切な指摘である。
◇中には少数だが、こんな意見も出された。「近代社会になって、効率優先、敬老精神薄れた。組織だってやろうとすると余計なことするなといわれる。日本では、よその仕組みを持ってくるのは合わない。自治区つくって、予算内でのんびり、自由にやればよい。基本条例、制度をつくれば何とかなるものでもない」。
～～～～～　参考　～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
　＜第２７次地方制度調査会答申と地方自治法改正＞

２７次地方制度調査会の答申や改正された地方自治法は、基礎自治体優先の原則をうたい、住民自治の充実のための新しい仕組みとして「地域自治区」と「地域協議会」を提起している。これは、市町村合併によって生まれた弊害を解決する手だてとして法制化された制度で、以前から存在していた住民自治組織をモデルにしている。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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